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               氏　 　      名 松倉　久 TEL (03) 5400 - 7545
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親会社名　　   　     （コード番号：　      ） 親会社における当社の株式保有比率：　        　％

１. 12年 3月期の連結業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）
(1)連結経営成績 (百万円未満切捨て)

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 992,255 △ 0.6 69,233 △ 4.2 43,720 2.8

11年 3月期 997,766 △ 1.1 72,302 △ 5.5 42,515 16.6

            当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 26,698 50.3 9.50 8.84 5.9 2.5 4.4

11年 3月期 17,764 3.0 6.32 5.94 4.2 2.5 4.3

(注)①持分法投資損益 12年 3月期                392 百万円          11年 3月期           -        百万円

     ②有価証券の評価損益 117,469 百万円 デリバティブ取引の評価損益 - 百万円

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
総  資  産 株  主  資  本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 1,805,086 484,239 26.8 172.33

11年 3月期 1,707,446 421,443 24.7 149.98

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

12年 3月期 154,641 △ 124,333 22,802 97,327

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  14　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　1　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）1　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）1　社  （除外）　   -  　社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 - - -

通　　期 1,050,000 49,000 20,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   7 円 12 銭 
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［企業集団の状況］

  当グループ（当社、子会社 47 社、関連会社 16 社、計 64 社）が営んでいる主な事業内

容と、各関係会社等の当該事業に係る位置づけおよび事業の種類別セグメントとの関連を

事業の種類別に記載すると次のとおりであります。

［ガス事業］

    東京ガス㈱（連結財務諸表提出会社）は、ガスの製造・供給および販売を行っており

  ます。また、東京ガス㈱は、千葉ガス㈱（連結子会社）および筑波学園ガス㈱（連結子

  会社）等の都市ガス事業者にガスの卸供給、または、ＬＮＧの販売を行っております。

    GAS MALAYSIA SDN. BHD.（持分法適用関連会社）は、マレーシア国においてガスの供

  給および販売を行っております。

［ガス器具事業］

    東京ガス㈱は、㈱関配（連結子会社）およびエネスタまたはエネフィット等を通じて

  ガス機器を販売しております。㈱ガスター（連結子会社）等は、東京ガス㈱等にガス機

  器を卸売しております。

［受注工事事業］

    東京ガス㈱は、ガス工事を行っております。㈱関配は、東京ガス㈱が発注するガス配

  管工事を行っております。

［建物賃貸事業］

    東京ガス都市開発㈱（連結子会社）は、東京ガス㈱等に建物を賃貸しております。

［その他の事業］

    東京ガス㈱は、附帯事業として、冷温水および蒸気の地域供給を行っております。ま

  た、東京ガスエネルギー㈱（連結子会社）を通じて附帯製品コークスおよびＬＰＧを販

  売しております。

    東京ガス㈱が販売するＬＮＧ冷熱を受入れて、東京酸素窒素㈱（連結子会社）は、液

  化窒素等の製造・販売等を行っております。

    東京ガスケミカル㈱（連結子会社）は、東京ガス㈱に化成品等を販売しております。

    東京ガス・エンジニアリング㈱（連結子会社）は、東京ガス㈱が発注するガス関連設

  備等の建設を行っております。

    ㈱ティージー情報ネットワーク（連結子会社）は、東京ガス㈱にコンピュータを利用

  した情報処理サービス等を提供しております。

    東京エルエヌジータンカー㈱（連結子会社）は、ＬＮＧ輸送船舶およびＬＰＧ輸送船

  舶の貸渡を行っております。

    ティージー・クレジットサービス㈱（連結子会社）は、エネスタまたはエネフィット

  等の販売するガス機器等の代金のクレジット業務ならびに各種リース業務を行っており

  ます。

    ティージー・エンタープライズ㈱（連結子会社）は、関係会社に対する金融業務を行

  っております。

    パークタワーホテル㈱（連結子会社）は、ホテル運営を行っております。
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［事業系統図］

ガス配管工事

ガスの卸供給 ガス機器の卸売 ガス機器の卸売 建物の賃貸

ＬＮＧの販売

   附帯製品ｺｰｸｽの販売

   ＬＰＧの販売 化成品等の販売   ガス関連設備等の建設 情報処理ｻｰﾋﾞｽ

ＬＮＧ冷熱の販売

輸送船舶の貸渡   ｸﾚｼﾞｯﾄ・ﾘｰｽ業務 金融業務 ホテル運営

製品の流れ 連結会社
ガス供給

その他 持分法適用関連会社

ﾊﾟｰｸﾀﾜｰﾎﾃﾙ(株)

東京酸素窒素(株)

東京ｴﾙｴﾇｼﾞｰﾀﾝｶｰ(株) ﾃｨｰｼﾞｰ･ｸﾚｼﾞｯﾄｻｰﾋﾞｽ(株) ﾃｨｰｼﾞｰ･ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ(株)

東京ガス都市開発(株)

筑波学園ガス(株)

東  京  瓦  斯  (株)

東京ガスエネルギー(株) 東京ガスケミカル(株) 東京ｶﾞｽ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) (株)ﾃｨｰｼﾞｰ情報ﾈｯﾄﾜｰｸ

GAS MALAYSIA SDN. BHD.

千葉ガス(株) (株)ガスター (株)関配
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［経営方針］

１．「連結」
  平成１２年３月期からの連結会計本格導入に合わせ、当社はグループとしての効率
化と成果創出に努め、グループ全体の企業価値の増大を図ってまいります。

  当社は、天然ガス周辺の事業展開をグループ経営の核として、グループの収益拡大
と人材活用を基本に据え、グループ各社をエネルギー販売事業、冷熱利用、ケミカル

事業など１０の事業分野に再編して、各分野に主導的役割を果たすコア会社を配置す

る抜本的な見直しを行い、現在その政策を推進中であります。

  今後はさらに、株式上場をターゲットとする事業成長ランクの厳格な評価をもとに、
不採算事業からの撤退等、会社の再編・統廃合や新規事業の創出を進め、グループ全

体としての成長・発展を目指してまいります。

  
 （連結目標）
フリーキャッシュフロー（億円） ＜平成 12～16年度５カ年平均＞      ６１５
総資産利益率 （ＲＯＡ）（％）      ＜同  上＞                     １．７
当期利益連単倍率      （倍）      ＜同  上＞                   １．１３

２．「東京ガス単体」
（１）経営方針

  当社は、「公益企業としてお客さまと地域に貢献していく」ことと「株式会社として

企業価値を増大させていく」ことの２つの命題を同時に満足させる「新しい公益事業」

を目指すべき当社の姿として掲げた「中期経営計画」を、平成 11 年 11 月の料金引下

げの届出と同時に発表いたしました。

  この中期経営計画では、①徹底した経営効率化による経営体質の強化、②エネルギ

ー大競争時代を勝ち抜くための競争力の強化、③経営資源の効果的な配分による企業

価値の増大、を重点方針と定めております。

  当社は、天然ガスをコアとし、ガス・電力・熱を提供する総合エネルギー産業とし

て、今後とも「保安・サービスの向上に努め、お客さまや株主の皆さま、そして社会

からその存在を常に評価される企業」であり続けるために、最大限の努力を継続して

まいります。

  （利益・財務体質改善目標）
フリーキャッシュフロー（億円） ＜平成 12～16年度５カ年平均＞      ５００
総資産利益率 （ＲＯＡ）（％）     ＜同  上＞                      １．９
総資本回転率          （回転）     ＜同  上＞                    ０．６５
有利子負債残高        （億円） ＜平成 16年度＞                  ６,１００

（２）利益配分基本方針

  当社では、昨年１２月に引き続く２回目の料金引下げを実施したうえで、さらに徹
底した経営効率化や積極的な需要開発を進めることにより、キャッシュフローの増大

を図ってまいります。これらを通じて得られる利益については、株主の皆さまへの対

応をはじめ、新たな事業領域の拡大、財務体質の強化へ配分してまいります。
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[経営成績]

１．当期の概況（連結）

  当期におけるわが国経済は、最悪期を脱しつつあるものの、民間需要に支えられた自律

的回復には至っておらず、企業環境は引き続き厳しい状況にありました。

  このような経済情勢のもとで、ガス販売は、記録的な高気温から家庭用需要がやや伸び

悩んだものの、業務用需要を中心に堅調な伸びを維持することができました。

  しかしながら、ガス売上高は、原料費調整制度に基づく料金単価の引下げおよび期中の

料金改定の影響等により、前期比△０．４％減少し、ガス器具売上高につきましても、連

結子会社で営業体制を見直ししたことなどにより同△４．５％減少いたしました。加えて

原材料費も原油価格の高騰等により増加し、粗利益が減少いたしましたため、経営効率化

の一層の推進を図り、諸経費・人件費等費用の抑制に最大限の努力を重ねてまいりました。

  この結果、連結売上高は前期比△０．６％減の９，９２２億円に、営業利益は

同△４．２％減の６９２億円、経常利益は同２．８％増の４３７億円となりました。また

当期純利益は同５０．３％増の２６６億円となりました。

（１）当期の主な部門別の概況

  ① ガス

     家庭用需要および工業用需要につきましては、前期に比べ、それぞれ１．４％、

   ２．０％の増加となりました。また、商業用およびその他の業務用需要が６．２％増

   加しましたので、ガス販売量合計では３．２％増加し、８４億２，４９８万ｍ3となり

   ました。一方、ガス売上高は、原料費調整制度に基づく料金単価の引下げおよび料金

   改定の影響等により、前期に比べ２９億円減少し、６，７２０億円となりました。

     営業費用につきましては、原材料費の増加等により１１７億円（２．３％）の増加

  がありましたため、営業利益は、１４７億円（９．４％）減少し、１，４１３億円とな

  りました。

  ② ガス器具

     売上高は、営業体制の見直し等により、前期に比べ６０億円減少し、１，２７９億

   円となりました。営業費用につきましては、流通制度改革および営業体制の見直し等

   により、９４億円（７．０％）減少いたしましたため、営業利益は２７億円となりま

   した。

  ③ 受注工事

     売上高は６８６億円と前期に比べ１億円（０．２％）減少いたしました。営業費用

   につきましては１５億円（２．２％）減少いたしましたため、営業利益は１３億円増

   加し、１９億円となりました。

  ④ 建物賃貸

     売上高は３７８億円と前期に比べ２億円（０．６％）増加いたしました。営業費用

   につきましては７億円（２．６％）増加いたしましたため、営業利益は５億円減少し、

   ８２億円となりました。

  ⑤ その他

     売上高は１，５８８億円と前期に比べ３７億円（２．４％）増加いたしました。営
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   業費用につきましては、１３億円（０．９％）増加いたしましたため、営業利益は

   ２４億円増加し、１１４億円となりました。

   

＜部門別の概況＞    (単位：億円）
ガス ガス器具 受注工事 建物賃貸 その他

当  期 6,720 1,279 686 378 1,588
（構成比） (63%) (12%) (6%) (4%) (15%)

売上高 前  期 6,749 1,339 688 376 1,550
増  減 △ 29 △ 60 △ 1 2 37

当  期 5,306 1,251 666 295 1,473
営業費用 前  期 5,188 1,346 682 288 1,460

増  減 117 △ 94 △ 15 7 13
当  期 1,413 27 19 82 114

営業利益 前  期 1,560 △ 6 5 87 90
増  減 △ 147 34 13 △ 5 24

  （注）当金額は、部門間の内部取引を含んだものであります。

（２）当期のキャッシュ・フローの状況

      当期の現金及び現金同等物の増減と残高は、以下のとおりであります。

     

      営業活動によるキャッシュ・フロー          １，５４６億円

      投資活動によるによるキャッシュ・フロー  △１，２４３億円

      財務活動によるキャッシュ・フロー              ２２８億円

      現金及び現金同等物の期中増減                  ５３１億円

  

      現金及び現金同等物の期首残高                  ４４２億円

      現金及び現金同等物の期末残高                  ９７３億円

（３）連単倍率

      当期の連単倍率は、下記のとおりであります。

売上高 経常利益 当期純利益

１．１４ １．２５ １．１９
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２．当期の概況（東京ガス単体）

  ガス販売は、記録的な高気温から家庭用需要がやや伸び悩んだものの、業務用需要を中

心に堅調な伸びを維持することができました。

  しかしながら、期中に料金の引下げを実施したためガス売上は前年度を下回り、加えて

原材料費も原油価格の高騰により増加し、粗利益が減少いたしましたため、経営効率化の

一層の推進を図り、諸経費・人件費等費用の抑制に最大限の努力を重ねてまいりました。

  この結果、総売上高は前年同期を９億円下回る８，６９９億円に、経常利益は前期を

１５億円下回る３４９億円になりました。また当期純利益は２２３億円となり、前期に対

し５５億円の増益となりました。

（１）ガス販売量

    当期のガス販売量は８，４１８百万ｍ3で、前期比３．２％の増となりました。

  家庭用需要は、年平均気温が前期を０．２℃上回りましたが、新設需要家の獲得や床暖

  房や給湯器等のガス機器の普及拡大に努めたことにより、前期比１．４％の伸びとなり

  ました。

    また、工業用需要は大口需要家の稼動増等により前期比１．９％の伸びとなりました。

    商業用およびその他の業務用需要は、夏場が高気温で空調需要が伸びたことに加え、

  大口需要家の稼動増により、商業用が４．３％、その他業務用が１１．１％と堅調な伸

  びとなりました。

    また、他事業者向け供給は、先方事業者の大口需要増等により、前期に対し６．０％

  の伸びとなりました。

当期実績 前期実績 増  減 増減率

   （％）

千件 8,715 8,583 132 1.5

m3 34.08 34.31 △ 0.23 △0.7

ガ 百万m3 2,994 2,953 41 1.4

ス 業 工業用 百万m3 2,431 2,386 45 1.9

販 務 商業用 百万m3 1,517 1,454 63 4.3

売 用 その他用 百万m3 627 565 62 11.1

量 計 百万m3 4,575 4,405 170 3.9

 百万m3 849 800 49 6.0

百万m3 8,418 8,158 260 3.2

℃ 17.0 16.8 0.2  
注．家庭用上段数値は調定１件当り販売量（m3／件・月）

需要家件数

 

他事業者向供給

家庭用

合     計

平均気温
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（２）収支の概要

 ＜売上高＞

     ガス売上は、ガス販売量の増加はあったものの、原料費調整制度に基づく料金単価

   の引下げや昨年１２月の料金改定により、販売単価が低下し、前期比０．４％減の

   ６，６５８億円となりました。これに受注工事、器具販売および附帯事業の売上を加

   えた総売上は前期比０．１％減の８，６９９億円となりました。

 ＜費用＞

     営業費は、原材料費の増加により売上原価が６．８％増加したため、販管費におい

   ては前期実績を下回ったものの、営業費全体では前期に対し１．２％の増加となりま

   した。

     これに受注工事、器具販売、附帯事業の費用を加えた総費用は前年同期比０．６％

   増の８，１８６億円となりました。

 ＜利益＞

     以上により、営業利益は前期比１０．３％減の５１２億円となりました。

     これに営業外損益を加えた経常利益は前期比４．１％減の３４９億円となりました。

（単位：億円）

 収    益 対前期 率 費    用 対前期 率

増  減 （％） 増  減 （％）

製品  売 上 原 価 2,073 132 6.8

売上 ガ ス 売 上 6,658 △ 29 △ 0.4 営業費 販 管 費 4,160 △ 57 △ 1.3

 計 6,234 75 1.2

 受 注 工 事 614 3 0.5  受 注 工 事 604 △ 6 △ 0.9

その他 器具販売他 1,072 15 1.4 その他 器 具 販 売 1,043 △ 26 △ 2.5

売上 附 帯 事 業 354 2 0.7 費用 附 帯 事 業 303 7 2.4

 計 2,041 20 1.0  計 1,951 △ 25 △ 1.3

8,699 △ 9 △ 0.1 8,186 50 0.6

   512 △ 59 △ 10.3

143 18 14.3 306 △ 26 △ 7.9

349 △ 15 △ 4.1

223 55 32.4

(億円未満切捨て）

注① 売上原価の中の原材料費は、1,607億円（対前期 157億円、10.8％）である。

  ② 営業外費用の中の支払利息等は、182億円（対前期△1億円、△0.6％）である。

当期 前期 増減 当期 前期 増減

20.92 12.76 8.16 111.62 128.28 △ 16.66

総 売 上 高 総 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

円レート(円/$)原油価格($/bbl)

経 常 利 益

当 期 純 利 益

営 業 外 費 用
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（３）設備投資

  当期及び来期の設備投資の状況は以下の通りです。

  ①投資総額

   ②投資の主な内訳

３．次期の見通し（連結）

  １３年３月期の売上高は、東京ガス単体のガス売上増加による増収等が見込まれており、

当期に比べ、約５８０億円増の１兆５００億円となる見通しであります。

  経常利益については、東京ガス単体の経常利益増加見通し等により、当期に比べ、約

５０億円増の４９０億円となる見通しであります。

   なお、この見通しに基づく連単倍率は下記のとおりであります。

    

売上高 経常利益 当期純利益

１．１３ １．１７ １．００

（百万円）

実績 構成比 実績 構成比 計画 構成比

製造設備 27,894 20.8% 15,699 13.9% 13,945 12.4%

供給設備 81,559 60.7% 80,914 71.5% 85,858 76.1%

業務設備 15,703 11.7% 10,386 9.2% 10,739 9.4%

附帯事業設備 9,151 6.8% 6,090 5.4% 2,352 2.1%

計 134,309 100.0% 113,091 100.0% 112,894 100.0%

１２年度１０年度  １１年度

袖ヶ浦工場関連設備 1,542 1,060 1,061

工場関連設備 根岸工場関連設備 431 415 1,186

（製造設備） 扇島工場関連設備 25,532 14,007 11,352

計 27,507 15,484 13,600

需要開発本支管 ( 586km) 25,438 ( 578km) 25,112 ( 601km) 26,913

保安対策本支管 ( 129 〃) 9,510 ( 120 〃) 9,250 ( 116 〃) 8,741

本支管投資 計画本支管 (  53 〃) 26,190 (  61 〃) 28,570 (  57 〃) 29,808

（供給設備） 都市開発関連本支管 ( 154 〃) 3,106 ( 132 〃) 2,280 ( 151 〃) 2,868

計 ( 922 〃) 64,244 ( 892 〃) 65,213 ( 925 〃) 68,330

１０年度実績   １１年度実績     １２年度計画

（百万円）
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４．次期の見通し（東京ガス単体）

  １３年３月期の年間ガス販売量は当期に対し３．８％増の８７億４２百万ｍ3と想定して

おり、これに対応するガス売上は当期に対し約６００億円増の７，２６０億円と予想して

おります。これに受注工事・器具販売等のその他売上を加えた総売上高は当期に対し約

５８０億円増の９，２８０億円を見込んでおります。

        一方、費用につきましては、引き続き経営の効率化を推進してまいりますが、原材料費・

減価償却費等の増加が見込まれることから、経常利益では当期を約７０億円上回る４２０

億円と見込んでおります。

        

１２年度 １１年度 増 減 増 減 率

見 通 し 実   績 （％）

百万m3 3,113 2,994 119 4.0%

ガ 業 工業用 百万m3 2,478 2,431 47 1.9%

ス 務 商業用 百万m3 1,592 1,517 75 4.9%

販 用 その他用 百万m3 647 627 20 3.2%

売 計 百万m3 4,717 4,575 142 3.1%

量 百万m3 912 849 63 7.4%

百万m3 8,742 8,418 324 3.8%

家庭用

他事業者向供給

合     計
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［連結財務諸表等］

１．連結貸借対照表

(単位:百万円)
科      目 当期（12.3.31）前期（11.3.31） 増    減

（資産の部）
固定資産 1,491,020 1,461,970 29,050
   有形固定資産 1,333,551 1,342,794 △ 9,243
      製造設備 286,946 314,046 △ 27,100
      供給設備 496,183 457,703 38,480
      業務設備 85,551 91,999 △ 6,448
      その他の設備 340,911 333,989 6,922
      休止設備 5 203 △ 198
      建設仮勘定 123,953 144,852 △ 20,899
   無形固定資産 19,819 4,171 15,648
      その他無形固定資産 19,819 4,171 15,648
   投資等 137,648 115,004 22,644
      投資有価証券 32,181 32,467 △ 286
      長期貸付金 5,366 5,515 △ 149
      繰延税金資産 41,559 ― 41,559
      その他投資 59,922 78,507 △ 18,585
      貸倒引当金 △ 1,381 △ 1,485 104

流動資産 314,065 245,475 68,590
      現金及び預金 57,926 16,927 40,999
      受取手形及び売掛金 125,512 114,803 10,709
      有価証券 2,309 3,396 △ 1,087
      たな卸資産 27,059 27,687 △ 628
      繰延税金資産 7,559 ― 7,559
      その他流動資産 95,202 84,162 11,040
      貸倒引当金 △ 1,504 △ 1,501 △ 3

資 産 合 計 1,805,086 1,707,446 97,640
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(単位:百万円)
科      目 当期（12.3.31）前期（11.3.31） 増    減

（負債の部）
固定負債 1,002,529 985,438 17,091
  社債 258,943 198,943 60,000
  転換社債 355,334 397,131 △ 41,797
  長期借入金 229,357 224,678 4,679
  繰延税金負債 275 ― 275
  退職給与引当金 106,392 105,722 670
  ガスホルダー修繕引当金 3,341 3,330 11
  その他固定負債 48,885 55,632 △ 6,747

流動負債 314,697 297,444 17,253
  1年以内に期限到来の固定負債 71,959 71,959
  支払手形及び買掛金 39,284 54,002 △ 14,718
  短期借入金 41,641 52,693 △ 11,052
  未払法人税等 19,885 24,624 △ 4,739
  繰延税金負債 45 ― 45
  その他流動負債 141,881 166,124 △ 24,243

負 債 合 計 1,317,227 1,282,883 34,344
少数株主持分 3,619 3,120 499

（資本の部）
  資本金 141,817 141,817 0
  資本準備金 2,038 2,038 0
  連結剰余金 340,386 277,589 62,797
  自己株式 △ 3 △ 2 △ 1

資 本 合 計 484,239 421,443 62,796
負債・少数株主持分及び資本合計 1,805,086 1,707,446 97,640
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２．連結損益計算書

(単位:百万円)
科                  目 当期（11/4～12/3）前期（10/4～11/3） 増   減

売上高 992,255 997,766 △ 5,511
売上原価 483,813 477,283 6,530
 （売上総利益） （ 508,441 ） （ 520,483 ） （ △ 12,042 ）

供給販売費 344,675 350,068 △ 5,393
一般管理費 94,532 98,111 △ 3,579
 （営業利益） （ 69,233 ） （ 72,302 ） （ △ 3,069 ）

営業外収益 10,202 7,877 2,325
  受取利息 210 182 28
  受取配当金 1,072 1,182 △ 110
  持分法による投資利益 392 392
  為替差益 2,636 1,381 1,255
  雑収入 5,890 5,129 761
営業外費用 35,716 37,664 △ 1,948
  支払利息 23,366 22,393 973
  他受工事精算差額 7,837 8,546 △ 709
  雑支出 4,512 6,724 △ 2,212
（経常利益） （ 43,720 ） （ 42,515 ） （ 1,205 ）

特別利益 514 750 △ 236
  固定資産売却益 514 750 △ 236
特別損失 496 2,302 △ 1,806
  連結子会社事業再編費用 1,556 △ 1,556
  固定資産売却損 10 10
  固定資産圧縮損 485 577 △ 92
  その他特別損失 168 △ 168
税金等調整前当期純利益 43,738 40,964 2,774
法人税･住民税及び事業税 16,064 23,498 △ 7,434
法人税等調整額 713 ― 713
少数株主損益 261 △ 298 559
当期純利益 26,698 17,764 8,934
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３．連結剰余金計算書

(単位:百万円)

科    目 当期（11/4～12/3） 前期（10/4～11/3） 増  減

連結剰余金期首残高 277,589

  その他の剰余金期首残高 ― 237,787

  利益準備金期首残高 ― 36,117

  過年度税効果調整額 49,233 326,822 ― 273,905 52,917

連結剰余金増加高

  連結子会社の合併による

  剰余金増加高 119

  連結子会社増加による

  剰余金増加高 493

  持分法適用会社増加による

  剰余金増加高 573 1,067 119 948

連結剰余金減少高

  配当金 14,050 14,050

  取締役賞与金 151 14,201 148 14,198 3

当期純利益 26,698 17,764 8,934

連結剰余金期末残高 340,386 277,589 62,797
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４．連結キャッシュ・フロー計算書

(単位:百万円)
当 期

科 目 (11/4～12/3)
Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー
      税金等調整前当期純利益 43,738
      減価償却費 136,214
      長期前払費用償却費 4,092
      有形固定資産除却損 4,330
      固定資産売却損益 △ 533
      投資有価証券等評価損益 1,523
      退職給与引当金等の減少額 △ 3,747
      受取利息及び受取配当金 △ 1,282
      支払利息 23,366
      売上債権の増加額 △ 10,590
      たな卸資産の減少額 657
      仕入債務の減少額 △ 10,638
      未払消費税等の増加額 7,396
      その他 2,141

小 計 196,667
      利息及び配当金の受取額 1,310
      利息の支払額 △ 23,149
      法人税等の支払額 △ 20,186
    営業活動によるキャッシュ・フロー 154,641

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー
      投資有価証券の取得による支出 △ 664
      有形固定資産の取得による支出 △ 115,324
      無形固定資産の取得による支出 △ 5,176
      長期前払費用の支出 △ 3,169
      長期貸付金の貸付けによる支出 △ 655
      長期貸付金の回収による収入 804
      その他 △ 147
    投資活動によるキャッシュ・フロー △ 124,333

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー
      短期借入金の純減少額 △ 10,279
      長期借入れによる収入 34,698
      長期借入金の返済による支出 △ 45,527
      社債の発行による収入 60,000
      社債の償還による支出 △ 1,997
      配当金の支払額 △ 14,053
      少数株主への配当金の支払額 △ 39
    財務活動によるキャッシュ・フロー 22,802

Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額 －
Ⅴ  現金及び現金同等物の増加額 53,110
Ⅵ  新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 6
Ⅶ  現金及び現金同等物期首残高 44,210
Ⅷ  現金及び現金同等物期末残高 97,327
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５．連結財務諸表作成の基本となる事項

  （１）連結の範囲に関する事項

      連結財務諸表の作成にあたり、当社は主要な子会社である東京ガス都市開発㈱、パークタワ

    ーホテル㈱、㈱ガスター、㈱関配、東京エルエヌジータンカー㈱、東京ガスエネルギー㈱、東

    京ガスケミカル㈱、東京酸素窒素㈱、千葉ガス㈱、ティージー・クレジットサービス㈱、㈱テ

    ィージー情報ネットワーク、筑波学園ガス㈱、ティージー・エンタープライズ㈱及び東京ガス・

    エンジニアリング㈱の 14社を連結の範囲に含めています。なお、東京エルエヌジータンカー㈱

    については、当期から連結の範囲に含めています。

      主要な非連結子会社は、東京ガスハウジング㈱です。

      非連結子会社は、総資産額・売上高・当期純損益のうち持分に見合う額及び剰余金のうち持

    分に見合う額、それぞれの合計額がいずれも小規模であり、かつ、質的にも重要性に乏しく、

    連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲に含めていません。

  （２）持分法の適用に関する事項

      連結財務諸表の作成にあたり、当社は主要な関連会社である GAS MALAYSIA SDN. BHD.の 1 社

    に持分法を適用しています。なお、GAS MALAYSIA SDN. BHD.については、当期から持分法を適

    用しています。

      持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益のうち持分に見合う額及

    び剰余金のうち持分に見合う額、それぞれの合計額がいずれも小規模であり、かつ、質的にも

    重要性に乏しく、連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の適用か

    ら除外しています。

      GAS MALAYSIA SDN. BHD.は、決算日が連結決算日と異なるため、同社の事業年度に係る財務

    諸表を使用しています。

  （３）連結子会社の事業年度に関する事項

      連結子会社の決算日は連結決算日と一致しています。

  （４）会計処理基準に関する事項

    ①重要な資産の評価基準及び評価方法

        取引所の相場のある株式の評価は移動平均法による低価法（洗替え方式）、その他の有価証

      券の評価は移動平均法による原価法によっています。

        たな卸資産（製品・原料・貯蔵品）の評価は移動平均法による原価法によっています。

    ②重要な減価償却資産の減価償却の方法

        有形固定資産の減価償却の方法は、主として法人税法に規定する定率法によっています。

      ただし、一部の建物については、定額法を採用しています。

        無形固定資産の減価償却の方法は、法人税法の規定に基づく減価償却と同一の基準による

      定額法によっています。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

      期間に基づく定額法を採用しています。

    ③重要な引当金の計上基準

        貸倒引当金については、売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人

      税法の規定に基づく実績繰入率による繰入限度額のほか、一部債権について回収不能見込額

      を考慮して計上しています。
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        退職給与引当金については、従業員の退職給与の支出に備えるため、従業員が自己都合で

      退職した場合の期末要支給額を計上しています。

      （当社の企業年金に関する事項）

      （イ）当社は昭和 51 年度から退職金制度の一部について適格退職年金制度を採用しています。

         なお、加入資格は勤続 5年以上かつ満 30 才以上の者で、勤続 15 年以上かつ満 50 才以

         上の者に年金受給権が発生します。

      （ロ）過去勤務費用については、債務確定時に費用計上しています。

      （ハ）移行後の退職給与引当金超過額は毎期末年金受給権確定のつど同金額を取り崩してい

          ます。

      （連結子会社の企業年金に関する事項）

          連結子会社のうち7社は、退職金制度の一部について適格退職年金制度又は厚生年金基

        金制度を採用しています。

        ガスホルダー修繕引当金は、球形ガスホルダーの周期的な修繕に要する費用の支出に備え

      るため、次回修繕見積額を次回修繕までの期間に配分して計上しています。

    ④重要なリース取引の処理方法

        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

      については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

    ⑤消費税等の会計処理

        消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

  （５）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

      連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しています。

  （６）連結調整勘定の償却に関する事項

      該当事項はありません。

  （７）利益処分項目等の取扱いに関する事項

      連結剰余金計算書は、連結会社等の利益処分について期中に確定した利益処分に基づいて作

    成しています。

  （８）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

      連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引

    き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

    わない取得日から 3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。

６．追加情報

  （１）前期においてその他投資に含めて計上していたソフトウェアについては、「研究開発費及び

      ソフトウェアの会計処理に関する実務指針（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 12 号

      平成 11 年 3 月 31 日）」における経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採用

      しております。ただし、同報告により上記に係るソフトウェアの表示については、その他投

      資からその他無形固定資産に変更し、減価償却の方法については、社内における利用可能期

      間に基づく定額法によっています。

  （２）連結財務諸表規則の改正により、当期から税効果会計を適用して連結財務諸表を作成して

      います。
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７．注記事項

  （１） 有形固定資産の減価償却累計額   1,947,467 百万円 （前期  1,844,624 百万円）

  （２） 受取手形割引高  220 百万円 （前期 219 百万円）

  （３） 偶発債務   保証債務等  5,282 百万円

                      （前期 12,979 百万円（うち当社グループ負担額 6,825 百万円））

                    社債の債務履行引受契約に係る偶発債務  30,000 百万円 （前期 30,000 百

                    万円）

  （４） 自己株式数及び貸借対照表価額  15千株、3 百万円 （前期 8 千株、2 百万円）

  （５） 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

         

現金及び預金 57,926 百万円
預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 1,002
その他流動資産(短期貸付金) 40,402
現金及び現金同等物 97,327
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［セグメント情報］

１．事業の種類別セグメント情報

(単位:百万円)

ガ  ス ガ  ス 受 注 建 物 その他の 合   計 消去又は 連   結

器  具 工 事 賃 貸 事業 全社

Ⅰ 売上高及び営業損益

    売上高

 （１）外部顧客に

当       対する売上高 672,069 126,747 63,948 14,959 114,530 992,255  －  992,255

 （２）セグメント間の内部

      売上高又は振替高  －  1,169 4,702 22,882 44,289 73,044 (73,044)  －  

計 672,069 127,916 68,651 37,841 158,819 1,065,299 (73,044) 992,255

    営業費用 530,686 125,139 66,699 29,587 147,322 899,435 23,586 923,021

期     営業損益 141,383 2,777 1,951 8,254 11,496 165,864 (96,630) 69,233

Ⅱ 資産、減価償却費

    及び資本的支出

資          産 1,148,758 53,311 22,451 252,016 224,176 1,700,712 104,373 1,805,086

減価償却費 109,107 753 169 12,990 14,160 137,182 (968) 136,214

資本的支出 107,388 481 115 2,282 12,740 123,008 (1,202) 121,806

Ⅰ 売上高及び営業損益

    売上高

 （１）外部顧客に

前       対する売上高 674,996 132,748 63,629 15,617 110,774 997,766  －  997,766

 （２）セグメント間の内部

      売上高又は振替高  －  1,177 5,187 21,998 44,270 72,633 (72,633)  －  

計 674,996 133,925 68,817 37,616 155,044 1,070,400 (72,633) 997,766

    営業費用 518,898 134,625 68,234 28,826 146,021 896,606 28,857 925,463

期     営業損益 156,098 △699 582 8,789 9,023 173,794 (101,491) 72,302

Ⅱ 資産、減価償却費

    及び資本的支出

資          産 1,145,642 52,905 22,300 257,962 216,631 1,695,442 12,003 1,707,446

減価償却費 106,480 704 57 13,331 12,006 132,579 (11) 132,567

資本的支出 121,695 631 295 2,111 18,807 143,541 (1,511) 142,030

（注１）事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

        事業区分はガス事業会計規則に準拠した売上集計区分によっています。
事業区分 主 要 な 製 品
ガ          ス

ガ  ス  器  具

受  注  工  事

建  物  賃  貸

その他の事業       

ガス

ガス機器

ガス工事

建物の賃貸・管理等

地域冷暖房、附帯製品コークス、液化石油ガス、石油製品、クレジット・リ

ース、情報処理サービス、総合エンジニアリング

（注２）営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、連結

      財務諸表提出会社の管理部門に係る一般経費です。

          当期 94,530 百万円  （前期 98,111 百万円）
（注３）資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、余資運用資金（現

      金及び預金）、繰延税金資産及び長期投資資金（投資有価証券）に係る資産等です。

          当期 159,058 百万円  （前期 65,909 百万円）
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２．所在地別セグメント情報

      在外連結子会社がないため該当する事項はありません。

３．海外売上高

      連結売上高に対する海外売上高の割合が著しく低いため記載を省略しています。

［有価証券の時価等］

    前期（平成 11 年 3 月 31日現在）については、個別財務諸表における注記事項として

  記載しています。

  

(単位:百万円)
当期(12.3.31)

種 類 貸借対照表
計上額

流動資産に属するもの
株式 1,995 9,607 7,611
債券 14 18 4
その他 － － －
小 計 2,009 9,625 7,615

固定資産に属するもの
株式 11,692 121,545 109,852
債券 24 25 1
その他 － － －
小 計 11,716 121,570 109,853
合 計 13,726 131,196 117,469

時 価 評価損益

  （注１）時価等の算定方法

          （１）上場有価証券

              主に、東京証券取引所の最終価格又は日本証券業協会が公表する公社債店

            頭基準気配等です。

          （２）店頭売買有価証券

              日本証券業協会が公表する売買価格等です。

          （３）気配等を有する有価証券（（１）、（２）に該当する有価証券を除きます）

              日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等です。

  （注２）開示対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

            （固定資産に属するもの）

              非上場株式（店頭売買株式を除く）  20,098 百万円
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［デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益］

    前期（平成 11 年 3 月 31日現在）については、個別財務諸表における注記事項として

  記載しています。

（１）通貨関連

    通貨スワップ取引においては、決済時における円貨額が確定し、貸借対照表に当該円

  貨額で表示しているため、開示の対象から除いています。

（２）金利関連

    当期については、デリバティブ取引の対象物ごとの評価損益相当額が少額であって重

  要性が乏しいため、当該対象物に係る時価及び評価損益相当額の記載を省略しています。

    また、契約額及び想定元本額も重要性が乏しいため、契約額及び想定元本額の記載も

  省略しています。

（３）その他

    その他のデリバティブ取引は利用しておりません。

［関連当事者との取引］

    該当事項はありません。


